    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（西暦）　　　年　　月　　日

一般財団法人 日本塗料検査協会

理事長　宮川 豊章 殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者住所　　　　　　　　　 　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者名

　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　 　　印　

同　　意　　書

○○○○株式会社は、産業標準化法第３０条第１項の規定に基づく鉱工業製品の日本産業規格への適合の表示の申請を行うにあたって、貴協会の認証業務規定に従い、審査を受け入れ、定められた手数料を支払うとともに、下記の各条項に従うことに同意します。

又、産業標準化法に基づく認証取得者（被認証者）として認証された後も、常に下記条項を含む「認証契約書」の該当するすべての項目を守ることに同意します。

さらに、前述の認証契約書が更新された場合及び認証範囲を変更した場合にも、この同意書の内容を引き続き維持します。

記

1) 産業標準化法令及び関連規格類を遵守して、生産活動及び品質管理活動を行う。
2) 申請時点で生産活動や品質管理活動に支障となる恐れがある法令違反（都市計画法、建築基準法、河川法等）の事実がない。
3) 本申請の１年前までに、他の登録認証機関で「登録の取消し」又は「不認証」となった事実がない。
4) 法令違反が判明した場合は、貴協会の指示に従いその是正を行う。

5) 貴協会と認証契約を締結し、認証に関する要求事項を遵守する。
6) 認証に関わる該当規格に、評価時及び認証後ともに、常に適合する。
7) 認証される製品の評価に必要な情報を提供し、評価の実施に必要な準備をすべて行う。
8) 認証後の外部への公表に当たっては、認証の対象となった認証範囲についてのみ認証されていることを　　表明する。

9) 貴協会の評価を損なうような製品認証の使い方をせず、また、誤解を招くか又は範囲を逸脱していると       貴協会が考えるような製品認証に関わる表明は行わない。

10)認証の一時停止又は取消しの場合、製品認証に言及しているすべての宣伝・広告等を中止し、貴協会の      要求どおりに認証書を返却する。

11)認証文書及び報告書の写しを他社に提供する場合は、貴協会の要求事項を満足する方法で複製を行い、誤解を招くような方法で用いない。
12)書類、パンフレット、宣伝・広告などのような媒体で製品認証について触れる場合には、貴協会の要求事     項に従う。

13)知り得た認証要求事項への適合性に関する全ての苦情の記録を残すとともに、それが適合性に影響を与えると判明した場合は適切な処置をとりそれを文書化する。また、貴協会の要請により、当該苦情の開示及び評価、苦情等の解決を目的とした、文書の調査、すべての工場への立入り、記録の閲覧及び申請者又は認証取得者の要員の面接に応じる。

14)認証事項に適合しなくなるおそれのある変更について、遅滞なく貴協会に通知する。
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